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第１章 計画策定の趣旨 

 

社会的な背景として、国では平成 12 年 5 月に「循環型社会形成推進基本法」を制定し、

これを契機に「大量生産・大量消費・大量廃棄」型の構造から環境に配慮した循環型社会

の形成が進められ、ごみの排出抑制、資源化の推進、適正処理といった取組がより一層重

要となっています。 

近年にかけては、本格的な人口減少社会の到来、経済成長の鈍化、大規模災害への不安、

市民参加型社会への移行など社会経済情勢が劇的に変化しており、甲賀市（以下、「本市と

いう」）では多様化・複雑化する地域課題に適切に対応するためのまちづくりを進めてきま

した。 

また、平成 17 年 1 月に「環境基本方針」を定め、豊かな自然・歴史・文化資源に囲ま

れた原風景を保全し、市民・事業者・行政が一体となって自らの環境は自らが守り、より

良い環境を創造し次代に引き継ぐための取組を推進しています。 

このような中で、本市においては、ごみの量の増加を抑制するために、より一層のごみ

の減量化・資源化への取組が求められています。 

さらに、東日本大震災や熊本地震等の地震災害及び豪雨災害により災害廃棄物が発生し

ている中で、国は平成 26 年 3 月に地方公共団体における災害廃棄物処理計画の作成の指針

となる「災害廃棄物対策指針」を策定しました。本市においても、災害廃棄物の処理を適

正かつ迅速に行うことで早期に復旧・復興を図ることのできる「災害廃棄物処理計画」の

策定が不可欠となっています。 

一般廃棄物の処理については、市民・事業者・行政が連携し、循環型社会の形成に貢献

できる取組を総合的、計画的に推進するための指針として、廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律第 6 条に従い、平成 22 年 2 月「一般廃棄物処理基本計画」（以下、「基本計画」と

いう。）を策定しました。その後、平成 27 年 3 月に、本市のごみ処理の情勢、法制度の改

訂、リサイクル環境の変化などを踏まえ改訂を行いました。 

改訂から 5 年が経過する令和元年度において、基本計画の改訂及び「災害廃棄物処理計

画」の追加を行い、「第 3 次一般廃棄物処理基本計画」を策定するものです。 
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第２章 計画の位置づけ 

 

 本計画の位置づけを図 1-2-1 に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-2-1 計画の位置づけ 

第２次 甲 賀 市 総合計画 
【 未来像 】 

あい甲賀 いつもの暮らしに「しあわせ」を感じるまち 

・人口減少の時代に立ち向かおう 

・市民一人ひとりが「まちづくり」の主役として行動を起こそう 

・地域経済の循環により、自立したまちになろう 

（環境に関する総合的な指針） 

甲 賀 市 環 境 基 本 方 針 

（環境に関する総合的な計画） 

甲 賀 市 環 境 基 本 計 画 

（実施計画） 

一般廃棄物処理実施計画  

【 ご み 処 理 実 施 計 画 】  

【生活排水処理実施計画】 

（個別計画） 

一般廃棄物処理基本計画  

【 ご み 処 理 基 本 計 画 】 

【生活排水処理基本計画】 

 【災害廃棄物処理計画】  

【関連法等】 

・廃棄物の処理及び 
清掃に関する法律 

・甲賀市廃棄物の処 
理及び清掃に関す 
る条例 

関 

連 

【国計画等】 

・基本方針 

・循環型社会形成推進基 
本計画等 

【甲賀市・湖南市・甲賀 

広域行政組合】 

・甲賀市・湖南市地域循
環型社会形成推進地
域計画 

【滋賀県計画等】 

・第４次滋賀県廃棄物 
処理計画 

・一般廃棄物処理広域化
計画 

・湖沼水質保全計画 

・マザーレイク 21 計画 

・汚水処理施設整備構想
2016 

・滋賀県災害廃棄物処理
計画 
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第３章 計画目標年度 

 

平成 27 年 3 月に策定した一般廃棄物処理基本計画では、平成 27 年度から平成 31 年度

までを計画期間としていました。 

本計画の計画期間は、総合計画に合わせ、令和２年度（2020 年度）から令和 10 年度（2028

年度）までの 9 年間とし、令和５年度に後期（令和６年度～令和 10 年度）の計画について

見直しができることとします。 

 

 

平成・令和 27 28 29 30 31/R1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

西暦 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 

前計画 
H27年 3月 

策定 
計画期間          

本計画 
R2 年 3 月 

     計 画 
見直し

時期 
 期 間 
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